
○ 少子高齢化や経済のグローバル化の中での「人材力強化」、産業や労働市場の構造変化等に伴う個人の円滑な 

 キャリアアップや転職支援、非正規雇用労働者等の「多様な働き方」実現支援の必要性の一層の高まり。 

    「日本再興戦略」等を踏まえ、非正規雇用労働者、キャリア形成上の課題を抱える層のキャリアラダー（はしご）と 

  して、業界検定等の能力評価の仕組みを整備するなど、職業能力の「見える化」の促進が喫緊の課題。 

現状・課題 

○ ジョブ型労働市場で、非正規雇用労 
 働者が集積、雇用吸収力が見込まれ 
 る等、キャリアアップ支援の必要性・効 
 果の高い業種・職種（対人サービス分 
 野等）が重点。 
○ 現場で求められる能力を直接把握  
 する業界（団体）が、採用・人事での活 
 用を目指し、検定の開発・運用の主体 
 となり、国が弾力性を備えた基準等に  
 より質保証を行うことで、実践性を備え 
 た、新たな業界検定の仕組みを整備。 

○ 職業能力評価と教育訓練プログラムを、 
 共通の人材像に基づき一体的に開発・運 
 用。 
○ その成果をジョブ・カード等に反映し 
 キャリア形成支援に活用。 
○ ハローワークなど職業紹介機関にあっ 
 ても、職業能力評価をマッチングの鍵とし 
 て、積極的に活用するなど、労働市場政 
 策上の統合的な運用の仕組みを整備。 

○ 国内外の能力評価制度の労働市場における活用の実態・課題等を分析の上、能力評価制度のあり方に関し、報告 
 書を取りまとめ（平成26年３月）。以下の施策の方向性を提言。 

「労働市場政策における職業能力評価制度のあり方に関する研究会」 
  （平成25年９月～、座長：今野浩一郎学習院大学教授） 

『産業界が求める職業能力』と『各人が有する職業能力』を客観的に比較可能な「ものさし」を整備、マッチング機能を最大化 

提言された今後の施策の方向性～業界共通の「ものさし」としての職業能力評価制度の整備～ 

「職業能力評価研究会」報告のﾎﾟｲﾝﾄと「職業能力の見える化」の取組みｲﾒｰｼﾞ① 

Ⅰ新たな業界検定の整備 Ⅲ職業能力評価と教育訓練、マッチング 
 等の労働市場政策上の統合的運用 

○ 技能検定制度についても、労働 
 市場での活用を念頭に、課題･ 
 ニーズ等に応じた充実・見直し。 
○ これら職業能力評価の仕組み 
 が全体として安心、信頼性を持っ 
 て活用されるよう、国が共通の基 
 準を整備、公的支援の対象にも 
 位置づけることで普及促進。 

Ⅱ職業能力評価の仕組み全体 
 の見直し・体系化 



離職者型 

○公共職業訓練（離職者訓練） 
○求職者支援訓練 

産業界の人材ニーズに即した
分野で設定・運用 

○雇用型訓練 
○認定職業訓練 

○教育訓練給付 
○中長期的なｷｬﾘｱ形成支援措置 
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職業能力開発 

職業能力の見える化による
ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ具体的イメージ 

「職業能力評価研究会」報告のﾎﾟｲﾝﾄと「職業能力の見える化」の取組みｲﾒｰｼﾞ② 
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技能検定 業界検定（新規） 

○その他多様な分野 

【既存の 
免許等 
職業資格】 

【既存の 
民間 
職業資格】 

○指定試験機関 
 方式 

○都道府県方式 
 

【現行技能検定】 

【業界検定ｽﾀｰﾄ
ｱｯﾌﾟ支援】 

【検定等によ
る能力評価
がなじまない
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これら一連の過程
でキャリアパス
ポートを有効活用 

「多様な正社員モ
デル」の普及とも
相乗効果 

業界団体 

＊26年度より予算事業
で業界検定スタートアッ
プ支援（４団体） 

業界検定 国の質保証関与 

○業界検定とﾚﾍﾞﾙ等可能な限り共有
化の上、労働市場でも有効活用される
よう、対象職種・級のｽｸﾗｯﾌﾟ＆ﾋﾞﾙﾄﾞ、
試験内容・方法充実・見直し等実施。 

○ 「業種・職種固有の  
 知識・スキル」に着目した 
 実践的な検定： 
★採用・人事での活用方針明確化 
★階層性 
★多様な評価手法 
★教育訓練との一体性 等 
 

技能検定 

★弾力性を備えた基準設定 
★ＰＤＣＡ 
★公的称号付与 等 
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【１人前レベル】 
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職種等分野別の職業能力評価体系整備のイメージ 
新たな検定整
備の必要が認
められる領域  

キャリアアップ 

○左記以外のサービス職（対人サービス
等）、事務系専門職 等 

○労働市場における流動性、能力開発に係る外部性大 

○職務内容・職業能力が制度・技術・規格等に規定される度合い、普遍性大（変化の程度小） 

○ものづくり技能職／知的専門職（医療･福祉
以外）・技能要素の強いサービス 等 

○生命・安全確保の観点での厳格な能力評価、
人材育成への国の関与の必要性大 

ジョブ型労働市場 

○医療･福祉専門職
／運輸職／技術職等 

《検定等公的職業資格制度が成り立ちうる領域》  


